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資料： Tuchtfeldt,E., ,,Die Entwicklung des wirtschaftspolitischen Zielsystems“， 
WirtschaftゅolitischeChronik, Heft 3, 1972, SS. 25-47, insd. S. 45 （トゥーフトフ
ェルト、 E.「経済政策の目的体系の発展」、『ヴィルトシャフツポリテイツシェ・ク
ロニー ク』誌、第3号、 1971年、 25-47頁、特に45頁）。この論文の45頁のピラミ





















































































ベルへン (J.Tinbergen）が提示し，区分した目的である 0 247) 

























































































































































































マクロ目的変数 マクロ目的 メ ゾ 目 的




居 用 水 準 完全雇用 炭鉱業における失業の削減








(abgeleitete Ziele. これを優位目的 Vorzieleとみなしている。）に分けるほ
か，（i）「上位に階序した目的」（tibergeordneteZiele），「下位に階序した目的」
表 4ー 3 ピュッツのマクロ目的の位置づけと再分類
マクロ経済諸量 潜在的マクロ目的変数 マクロ目的
投 入 量 雇用水準 完全雇用
産 出 量 国民総生産 成長
所 得 所得分配，財産分配 公正な所得分配，財産分配














成 長 率 の 上 昇 景気変動の緩和 最高消費構造




























wiegend kurzfristig〔konjunkturell〕zuerreichender Ziele) と吋憂イ立にしか
も長期に〔構造的に〕実現すべき目的J ( vorwiegend langfristig ( strukturell〕
-14 (444）一
zu erreichender Ziele）に区分する。後者はさらに（ア）「上位の方に階序できる





























































































































(i) 時間的会序 、 I ¥ 
こ；よる区分 ＼ ｜ 中間目的…
による区分 ｜ ／ ／？＼ ＼ ｜ 
、メ（＼ ↓〆 ／ ＼＼ ＼ 究極目的
＼質的目的＼，量的目的／｜ 短期 中期長期
｜ 目的 目的目的＼ ； 






















資料： Mehler,F., Ziel-Mittel-Konflikte als Problem der Wirtschaftsρolitik, Berlin, 












































































































































































































ゲフゲン（1963年） 異 積 5虫 立 二者択一
ア ノレ ゲ（1964年） 調 和 中 立 二律背反
ハイ ネン（1966年） 補 フ己ロョ 無差別 競 争
キルシェン（1967年） 補 フzとロ" 独 立 競 lロ』
ゲフゲン（1969年） 両 'iL 中 iー」L－ 非両立
てウムガルデ／ー / (1969年）
とミュックノレ 補
フヒ全ロ" 中 立 代 替
メーラ ァ（1970年） 両 iー」'L 中 立 非両立
ケルナァ（1977年） 調 和 中 4ームL，． 二律背反
資料： Tuchtfeldt,E., Bausteine zur Theorie der Wirtschaftspolitik,2.Aufl., Bern, 1987, S. 




























イエール ゲフゲン ハイ ネン
一 致
厳密な累積 可変的（強い）補完
調 不日 可変的な累積 一定の補完
可変的（弱い）補定









































































































































第 2 目的の 例
第2目的への影響
第1目的との関係 第 1 目的 第 2 目的
影響 な し 独 立 個人消費ノfターンの改善 供給の確保無 視 可 台E
全部好影響 ヒとョ， 全 補 フと士ロァフロ
一部は好影響
一 部 補 フEとロ,. 生産要素の配分の改善 生産の拡大他は影響なし
一部悪影響
対 jJ. 労働時間の短縮 生産の拡大他は影響なし
一 部 補 フ・三ロ"' 一部好影響
及 び 所得分配の改善 生産の拡大他は影響なし














































































































資料： Kirschen,E. S., Economic Policies Compared West and East, Vol. I 1974, Table 
II・2.瀬野隆『現代経済政策論』増補第二版、成文堂、 1988年、 48頁にも掲載。



















0 0 0 0 
± 0 + 0 
0 0 + 0 
??。。＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ 特定産業の保護
出生率の上昇
人口流入の増加





























































































資料： Ohm,H., Allgemeine Volkswirtschajゆolitik,Bd. I, 









































／グ，／ l刊 ｜ （外貨流入増）
回 i一一回警備値安定）
中間目的 、勺ヘ「示I 他の政策目的










































































































資料： Mehler,F., Ziel・Mittel-Konflikteals Problem der Wirtschaftsρolitik, 















































































資料： Schachtschabel,H. G., Allgemeine Wirtschajゆolitik,
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